
一般財団法人 みなと総合研究財団 
 

Ⅰ 法人の概要（令和 4 年 6 月 1 日現在） 

 1 所 在 地 東京都港区虎ノ門三丁目 1 番 10 号 第 2 虎の門電気ビルディング 3 階・4 階 

 2 設 立 年 月 日 昭和 62 年 10 月 31 日 

 3 代 表 者 理事長 山縣 宣彦 

 4 基 本 財 産 584,200 千円 

 5 北九州市の出捐金 2,000 千円（出捐の割合 0.3％） 

 6 役職員数 

  
人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員  7 人 0 人 0 人  7 人 

 
常 勤  4 人 0 人 0 人  4 人 

非常勤  3 人 0 人 0 人  3 人 

職 員 63 人 0 人 0 人 63 人 

 

 

Ⅱ 令和３年度事業実績 

1 2021 年度の事業の概要 

2021 年度、我が国政府は、「経済財政運営と改革の基本方針 2020」「成長戦略フォローアップ」等の

閣議決定を踏まえ、『持続的な経済成長の実現』、『国民の安全・安心の確保』、『豊かで活力のある地方

の形成と多核連携型の国づくり』を 3 本柱とした取組みを強力に推進することとしている。  

さらに、海洋基本計画（2018 年 5 月）では、海洋資源の開発利用の推進、海洋環境の保全、排他的

経済水域の開発の推進、離島の保全等に取り組み、海洋立国の実現を目指すとした。  

また、東日本大震災のような大規模地震や頻発する想定を超えた大型台風の教訓を踏まえ、港湾にお

ける災害対応力の強化、災害に強い海上輸送ネットワークの構築、広域連携体制の確立など、災害に強

い国づくりの推進が急務となっている。  

一方、港湾を取り巻く情勢に目を向けると、新型コロナウイルス感染症の拡大防止と社会経済活動の

早期回復の両立を図り持続的な経済成長を実現するため、物流面では、「ヒトを支援するＡＩターミナ

ル」の実現や、わが国の港湾物流手続情報を全て電子化する「港湾関連データ連携基盤」の活用等によ

る、セキュリティを確保した効率的かつ非接触型の物流システムの構築を図るなど、ハード・ソフト一

体の国際コンテナ戦略港湾政策を引き続き推進していくとともに、資源・エネルギー・食料を安定的か

つ効率的に確保するためのバルク輸送ネットワークの形成が重要である。さらには、クルーズ再興のた

めの旅客ターミナル等における感染症対策やクルーズ船と地域の相互理解の促進等により、再びクルー

ズを安心して楽しめる環境づくりによる地域の活性化や国家的課題である排他的経済水域の保全及び

利用のための特定離島における拠点整備、港湾空間の再整備等を進めることが重要である。  

多核連携型の国づくりの観点からは、ドライバー不足等に対応し国内物流を安定的に支える内航フェ

リー・ＲＯＲＯ輸送網の構築や、地域の基幹産業の競争力強化のための港湾整備、産地・港湾の連携に



よる農林水産品・食品のさらなる輸出促進、港湾におけるカーボンニュートラルの推進等が課題となっ

ている。また、港湾の電子化（サイバーポート）の推進、洋上風力発電の促進等に取り組むことになっ

ている。  

さらに、沿岸域においては、私たち人間が暮らしていく上で必要となる生態系からの恩恵（生態系サ

ービス）を引き続き享受していくための基盤となる生物多様性の保全が求められるとともに、近年、沿

岸域の藻場等に生息する海洋植物等が取り込む炭素、いわゆるブルーカーボンへの注目が集まっており、

藻場・干潟・浅場等の生物生息環境の保全・創出、豊穣な沿岸域の再生を図るとともに、ブルーカーボ

ンの定量的評価手法やカーボンオフセット制度の確立等新たな脱炭素化への取組みが急務となってい

る。また、持続可能な社会の形成に向けて、廃棄物海面処分場の計画的整備を進めるための技術開発、

制度的な検討が重要な課題となっている。  

こうした、港湾・海域における取り組みが円滑かつ効果的に推進されるためには、市民団体・ＮＰＯ・

企業・大学・学会・研究機関・行政機関等の多様な主体の協働と連携が不可欠であり、みなと総合研究

財団は、財団が長年培ってきた広範なネットワークや豊富な知見・ノウハウを活かし、政策の推進に向

けた支援に加え、新たな取り組みへの提案を積極的に行っていくことを念頭に、2021 年度においては、

主に以下の事業を行った。 

 

(1) 公益目的支出計画実施事業（実施事業等会計） 

① 自主調査事業（継続事業１） 

・港湾整備の事業評価手法の改善、新みなとまちづくりの研究等を実施  

・ブルーカーボンに関する検討を実施  

・未来の空港・航空システムに関する調査研究等を実施 

② 広報普及事業(継続事業 2) 

・講演会等の開催 

・広報誌及びｗｅｂページを通じた情報提供 

③ 多様な活動主体に対する支援事業(継続事業 3) 

・大学・学会・研究機関等が実施する調査研究や港・海辺を拠点とするＮＰＯ等による活動に対し

ての助成及びその他の活動による支援  

・市民・ＮＰＯ・企業・大学・学会・研究機関・行政機関等様々な活動主体の取り組みに対し、当

財団の有する知見の提供や共通する課題に関する情報の共有化等を通じての支援 

(2) 受託調査研究事業等(その他会計) 

① 受託調査研究事業 

・2021 年度受託調査研究として、みなと・物流に関する調査研究 41 件、沿岸域・環境に関する

調査研究 24、新みなとまちづくりに関する調査研究 3 件、クルーズに関する調査研究 17 件、空港・

未来に関する調査研究 3 件で合計 88 件の受託調査研究を行った。 

(3) 事業実施のための組織運営（法人会計） 

・多様な主体との連携や協働による調査研究  

・情報セキュリティやコンプライアンスの確保  

・機動的かつ効率的な実施体制の整備 



Ⅲ 令和３年度決算 

１ 貸 借 対 照 表                     

 令和4年5月31日現在（単位：円） 

 



２ 正味財産増減計算書  

自 令和3年6月 1日 

至 令和4年5月31日（単位：円） 



 



Ⅳ 令和４年度事業計画 

1 公益目的支出計画事業 

(1) 自主調査研究事業(継続事業 1) 

・当財団の専門性の向上と、不特定かつ多数の利益の増進に寄与することを前提として、港湾投資

の事業評価手法の改善、将来を見据えた港湾・空港プロジェクト構想、港と文化・社会の係わり、

海・景観・歴史を活かしたまちづくり、新しい空港システムに関する自主調査研究を行う。  

・財団職員のみならず、賛助会員や国土交通省職員のスキルアップにつながるウェブ講座を開催す

る。  

・また、ブルーカーボン(海洋生態系に蓄積される炭素）に関する現状把握や地球温暖化対策評価

手法の検討、港湾・海域における産業副産物等の新たな素材の利活用、廃棄物処分場跡地の高度

利用等沿岸域環境の再生に関する自主調査研究を行う。 

(2) 広報普及事業(継続事業 2) 

・当財団の活動の成果として得た知見を広く社会に還元することを念頭に、ウェブ方式も活用した

講演会の開催、広報誌やホームページによる情報提供を進める。「港友研」等の開催を通じて、

一般社会に対する情報発信により、港湾に対する理解増進に努める。 

(3) 多様な活動主体に対する支援事業(継続事業 3) 

・市民団体・NPO ・企業・大学・学会・研究機関・行政機関等の様々な活動主体の取り組みに対し、

自らが参画したり、当財団の有する知見の提供、情報の共有等を通じて支援を行う。また、大学・

学会・研究機関等が実施する調査研究や、港・海辺を拠点とするＮＰＯ等による活動に対して助

成その他の活動による支援を行う。  

 ・新たな取り組みとして、外部資金の支援も受けつつ、各種団体への支援の既存の仕組み（未来の

みなとづくり助成）を活用し、港湾協力団体への支援を行う。  

・前年度に引き続き、「東京湾再生のための行動計画（第二期）」（平成 25 年 5 月 31 日、東京湾再生

推進会議）の具体的な推進に資するよう関係団体を積極的に支援する。   

2 受託事業等 

(1)  受託調査研究事業 

【主な受託調査研究】 

① みなと・物流に関する調査研究  

・港湾物流の効率化・完全電子化に関するもの  

・最新の技術を活用したコンテナターミナルの効率化や管理・運営の効率化に関するもの  

・2050 年カーボンニュートラル実現のための港湾のあり方に関するもの  

・港湾の長期構想・BCP 等に係る計画や港湾整備事業の評価に関するもの  

・国際コンテナ・バルク輸送やユニットロード輸送等に関するもの 

② 沿岸域・環境に関する調査研究  

・閉鎖性海域における生物共生・生物生息環境の改善や水質・生物モニタリング等に関するもの  

・浚渫土砂等を活用した干潟・浅場・藻場の再生・創造に関するもの  

・浅場、藻場等における CO2 吸収（ブルーカーボン）など港湾・海域における地球温暖化対策や新

たな環境共生のあり方に関するもの  

・循環型社会の形成に向けた港湾・海域環境政策に関するもの   

③ クルーズに関する調査研究  

・ポストコロナに向けたクルーズ振興に関するもの  

・クルーズ船の受入環境・基準に関するもの 

④ 新みなとまちづくりに関する調査研究  

・海、みなとから見た背後地域とも連携した空間形成・地域再生（地方創生）に関するもの  



・まちづくりや観光振興等による地域振興に関するもの 

⑤ 空港・未来に関する調査研究  

・2050 年カーボンニュートラル実現のための空港のあり方や空港の活性化策等に関するもの  

・未来に向けてブレイクスルーしていくような課題に関するもの 

(2)  その他事業 

① クルーズ振興事業   

 ・クルーズに関する知見・ノウハウを港湾管理者や地方公共団体等に普及し、我が国のクルーズ振

興に資するため、クルーズポートセミナー等のクルーズ振興事業を実施する。 

② 図書販売事業等 

 

Ⅴ 令和４年度予算 

１ 収 支 予 算 書 

自 令和4年6月 1日 

至 令和5年5月31日（単位：円）



 

Ⅵ 役 員 名 簿 

令和 4 年 7 月 27 日現在 

役 職 名 氏   名 備       考 

理  事  長 山  縣  宣  彦  

専 務 理 事 松  永  康  男  

業 務 執 行 理 事 山 本 三 夫  

業 務 執 行 理 事 田 中 裕 作  

業 務 執 行 理 事 中  野  敏  彦  

理 事 小 野 憲 司  

監 事 五十嵐 邦  彦 公認会計士 

 


